
事例４ 

 

在宅歯科医療連携室における歯科衛生士を活用した取組事例 

 

○ 事業名、事業実施体制および情報提供協力者 

 （１）埼玉県の事例について 

事業名：地域在宅歯科医療推進体制整備事業 

事業実施体制：埼玉県（一般社団法人埼玉県歯科医師会に委託） 

情報提供協力者：埼玉県歯科医師会常務理事 深井 穫博 氏 

 

 （２）新潟県の事例（上越歯科医師会を中心として）について 

事業名：在宅歯科医療連携室整備事業 

事業実施体制：新潟県（一般社団法人新潟県歯科医師会に委託） 

情報提供協力者：新潟大学大学院医歯学総合研究科 大内 章嗣 氏 

 

○ 事業内容等について 

  これらの二つの取組については、復職支援を主に掲げている事業ではないが、在宅歯科医療

連携室において歯科衛生士を活用し、機能強化を図っていることから収集を行ったものである。 

 

 （１）埼玉県（地域在宅歯科医療推進体制整備事業） 

埼玉県および埼玉県歯科医師会においては、歯科保健医療を必要としながら提供されて

いない高齢者等に対して在宅歯科医療・歯科保健を提供する観点から、地域で相談できる

窓口を設置し、適切な歯科医療を提供する体制づくりを行うことを目的として、平成 26年

度から「地域在宅歯科医療推進体制整備事業」を開始した。 

この事業では、県内 19 地域に在宅歯科医療を推進するための拠点を設置し、歯科衛生士

を配置して相談対応や受診調整を行うとともに、在宅歯科医療・歯科保健を推進するため

に新たに必要となる歯科衛生士を確保するため、復職支援のための研修会や相談会を実施

している。 

平成 29 年 2月時点において、141名の歯科衛生士を非常勤職員として配置し、具体的な

業務としては、在宅歯科医療に関する相談業務や歯科訪問診療の調整、また入院患者の歯

科保健状況の把握などを中心として在宅歯科医療の推進に関する取組を展開している。 

また、同事業においては、在宅歯科医療・歯科保健を推進するために、新たに必要とな

る歯科衛生士を確保するため、復職支援のための研修会や相談会を実施している。 
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埼玉県・埼玉県歯科医師会「地域在宅歯科医療推進体制整備事業」の概要 

 

 

 

 （２）新潟県（在宅歯科医療連携室整備事業） 

新潟県では、管内の上越歯科医師会が、同会の独自事業として平成 18年 3月に「訪問口

腔ケアセンター」を設置した。上越地域ではかねてから歯科診療所に勤務する歯科衛生士

の確保が課題となっており、こうしたなか、訪問口腔ケア（訪問歯科衛生指導や歯科衛

生士による居宅療養管理指導等）を円滑に実施していくためには、いわゆる在宅（潜在）

歯科衛生士の掘り起こしと有効活用を図っていくことが不可欠であった。このため、訪

問口腔ケアに従事してくれる在宅歯科衛生士等に登録してもらい、各歯科医療機関等か

らの出務依頼とのマッチングを図ることによって、歯科衛生士人材の有効活用による訪

問口腔ケアの推進を目的としたものであった。 
その後、平成 22年度から開始された厚生労働省の補助事業（在宅歯科医療連携室整備事

業）を契機に、新潟県から新潟県歯科医師会の委託事業として在宅歯科医療連携室整備事業

が開始され、上越歯科医師会では従来からの訪問口腔ケアセンターの業務に加え、医療・介

護等、関連多職種との連携窓口、在宅歯科医療希望者等の一般市民の窓口、訪問歯科医療従
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事者の負担軽減の支援等の業務を追加した（表１）。併せて、こうした取組の今後の水平展

開を見据えて、平成 23年にモデル地区として県内でも特に高齢化の著しい佐渡歯科医師会

に在宅歯科医療連携室を設置している。 

平成 26 年度の医療介護総合確保基金の創設を受けて、在宅歯科医療連携室の県内全域へ

の展開を決定し、平成 28 年度までに県歯科医師会の基幹連携室を含め、計 14 カ所の在宅

歯科医療連携室を設置し、同連携室に配置した歯科衛生士（非常勤）および登録歯科衛生士

を中心とした訪問等による病院、介護施設・事業所等との連携体制の構築、一般住民および

関係者からの相談・依頼への対応など、在宅歯科医療、地域包括ケアの推進に向けた取組を

行っている。 

 

表１ 上越在宅歯科医療連携室（旧訪問口腔ケアセンター）の機能・役割 
旧訪問口腔ケアセンターの機能 

（H18～） 

在宅歯科医療連携室として追加された機能 

（H22～追加・拡充） 

歯科衛生士人材バンク機能 窓口・連携基盤整備機能 
以下の業務への登録歯科衛生士の 
           出務依頼受付・派遣調整 
①訪問口腔ケア（訪問歯科衛生指導、居宅療

養管理指導） 
②介護保険施設における口腔衛生管理 等 
③介護予防・通所介護事業所における口腔機

能向上サービス 
④地域ケア会議・退院時カンファレンスへの

ＤＨ派遣 
⑤口腔ケア研修会への講師派遣 
⑥歯科健診事業・歯科保健啓発事業 等 

①医療・介護等、関連多職種との連携窓口 
②在宅歯科医療希望者等、一般市民の窓口 
③訪問歯科医療従事者の負担軽減の支援 
④効率的な歯科医療提供のための多職種連

携のコーディネート 
⑤訪問歯科医療、口腔機能向上に関する地域

住民への普及啓発 
⑥訪問歯科医療に従事する人材育成 
⑦訪問歯科医療に関する調査研究 
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